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1. まえがき 

電力は発電所で発電され、送電、変電，配電の各設備を

経由して需要家設備に届けられる。これらの設備のうち、

送電設備において、鉄塔は高層構造物であり且つ、架空送

電線は長距離にわたって設置されているため、さまざまな

自然現象、とりわけ落雷にさらされることになる。そこで

耐雷設計に関する研究が古くから行われおり、送電設備で

の事故は年々低下しているものの、需要家設備における落

雷事故の低減は今なお課題となっている。 
特に最近の工場における受配電設備及び生産設備は省エ

ネ化，省力化，高機能化，ICT (Information and Communication 
Technology) 化等に伴い、電子回路を応用した設備が増加し

ている。受配電設備の保護継電器，工場内の電力系統監視

機器，制御電源設備をはじめ、プラント内の制御監視装置，

情報処理機器等において電子化が進んできている。これら

の機器は高性能化，小型化が進む一方で、落雷に伴う過電

圧及び瞬時電圧低下などの擾乱に対して、影響を受け易く

なっている。つまり工場の主回路電力機器自体は避雷器で

異常な過電圧から保護されるものの、主回路電力機器以外

の機器・装置等に対する雷害が懸念されることになる。こ

のような状況下にある工場電気設備が直接受けた雷害につ

いて、被害事例の詳細に関するデータの全国的な蓄積，分

析等によるまとまった把握があまりなされていない現状に

ある。一方、工場電気設備に対し生産リスクを考慮した雷

害対策を行うためには、最近の雷害事例について詳細内容

を把握を行い、最新の対策方法を整理しておくことが重要

となる。 
以上の観点から、本委員会では平成 21 年７月から平成 23

年 6 月までの２年間にわたり、調査活動を実施した。まず

工場における具体的な雷害事例に対し、落雷の状況，被害

を受けた設備および被害の状況，実施された対策などにつ

いて調査し、整理・検討を行った。次に機器・設備・施工

の雷害対策方法に関する最近の文献と規格について整理を

実施した。 
本技術報告はこれらの調査活動の結果をとりまとめたも

のであり、今後の工場電気設備における、より適正かつ合

理的な雷害対策を確立していく上での一助となることを願

っている。 
 
 
 
 
 
 
 

2. 雷害に関する法規，規格および用語 

 本章では工場配電設備の雷害に関する法規，規格および

用語について、雷保護に関する内容を中心に調査し、整理

した。 
 

2.1 電気事業法 

2.1.1 法律・制度の目的 
電気事業法は電気事業法（法律），電気事業法施行令（政

令），電気事業法施行規則（省令），経済産業省（通商産業

省）告示等で構成されている。電気事業の適性・合理的な

運営に関する規定を定めることにより、電気使用者の利益

保護，電気事業の健全な発展を図るとともに、電気工作物

の工事，維持および運用の保安確保，環境保全等を目的と

して制定された法律である。 

2.1.2 技術基準 
平成７年４月に電気事業法は自己責任原則を重視した安

全規制の見直しを行い、設置者等による自主的な保安確保

を前提に、審査や検査といった国が直接関与する範囲を大

幅に縮小すると共に工程中検査や定期検査についても記録

による確認を大幅に取り入れる等の改正を行った。この改

正から平成９年３月の技術基準の改正および平成９年５月

の技術基準の解釈の制定まで、技術基準に係る一連の法令

整備がなされ、技術基準も大幅に改正された。新しい技術

基準は、技術進歩への迅速な対応，民間規格の活用等を主

な目的として性能規定化され、「審査基準」としての位置付

けで制定された「技術基準の解釈」には、公正，中立な民

間の委員会で制定された民間の規格・基準を引用すること

が可能となった。電気設備に密接に関わる技術基準を定め

る経済産業省令は「電気設備に関する技術基準を定める省

令」である。 

2.1.3 電気設備に関する技術基準を定める省令およびそ

の解釈 
電気事業法第 39 条で自家用電気工作物を設置するものは

経済産業省令で定める技術基準に適合するように維持しな

ければならないと定められている。 
電気設備に関する技術基準の解釈のうち、以下に雷害対

策に関する項目のみを抜粋する。 
第29条 機械器具の鉄台および外箱の接地 
・300V 以下の低圧用のもの：Ｄ種接地工事 
・300V を超える低圧用のもの：Ｃ種接地工事 
・高圧用または特別高圧用のもの：Ａ種接地工事 

第41条 避雷器の施設 
・発電所又は変電所若しくはこれに準ずる場所の架空

線引込口および引出口 
・架空電線路から供給を受ける特別高圧配電用変圧器 
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